




 

 

２ 県内総生産（生産側、名目） 

 

～ 製造業が対前年度比２．４％増～ 

              

 

 

（１）第１次産業 （農業、林業、水産業） 

農業、林業、水産業ともに増加したことから、対前年度比０．５％増となりました。 

・農業は畜産、米麦の産出額が増加したことなどから、対前年度比０．５％増となりました。 

・林業は素材生産業の産出額が増加したことなどから、同１．７％増となりました。 
 

（２）第２次産業 （鉱業、製造業、建設業） 

製造業、建設業が増加したことから、対前年度比２．８％増となりました。 

・製造業は電子部品・デバイス、石油・石炭製品などが増加したことなどから、対前年度比２．４

％増となりました。 

  業種別にみると、電子部品・デバイスが対前年度比３５．８％増、石油・石炭製品が同４４．９

％増となりましたが、輸送用機械は同２８．２％減となりました。 

・建設業は対前年度比６．４％増となりました。 

（３）第３次産業 （上記の１次・２次産業以外の産業） 

不動産業、電気・ガス・水道・廃棄物処理業などが減少したものの、運輸・郵便業などが

増加したことから、対前年度比０．８％増となりました。 

・運輸・郵便業は、他の運輸業、道路運送業が増加し、対前年度比５．５％増となりました。 
 

・不動産業は同１．３％減、電気・ガス・水道・廃棄物処理業は、同３．５％減となりました。 

 

 

図Ⅰ－３ 経済活動別寄与度（平成２９年度） 
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 経済活動別にみると、製造業の電子部品・デバイスが増加となったほか、運輸・郵

便業なども増加となり、県内総生産（名目）は３年連続の増加となりました。 
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図Ⅰ－４ 製造業の業種別寄与度（平成２９年度） 
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※寄与度･･･全体の変動に対して、各構成項目の変動がどの程度影響を与えているかを示す指標で、 

各寄与度の合計は全体の伸び率と一致します。 
寄与度 ＝ 前期における構成比 × 当期の前期に対する増減率 

 

表４ 経済活動別県内総生産（名目） 

実数（億円） 対前年度増加率（％） 構 成 比（％）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 27 28 29 27 28 29

(1) 農林水産業 848 899 903 11.0 6.0 0.5 1.1 1.1 1.1

(2) 鉱業 75 68 74 ▲ 6.3 ▲ 8.8 8.7 0.1 0.1 0.1

(3) 製造業 28,959 31,094 31,847 7.1 7.4 2.4 36.8 38.4 38.7
(4) 電気・ガス・水道

    ・廃棄物処理業
2,306 2,131 2,057 20.9 ▲ 7.6 ▲ 3.5 2.9 2.6 2.5

(5) 建設業 3,195 3,416 3,635 ▲ 7.6 6.9 6.4 4.1 4.2 4.4

(6) 卸売・小売業 6,897 6,960 6,969 8.2 0.9 0.1 8.8 8.6 8.5

(7) 運輸・郵便業 4,323 4,450 4,693 0.5 2.9 5.5 5.5 5.5 5.7

(8) 宿泊・飲食サービス業 1,621 1,783 1,817 ▲ 5.3 9.9 1.9 2.1 2.2 2.2

(9) 情報通信業 1,694 1,675 1,648 ▲ 1.7 ▲ 1.1 ▲ 1.6 2.2 2.1 2.0

(10) 金融・保険業 2,796 2,611 2,541 0.8 ▲ 6.6 ▲ 2.7 3.5 3.2 3.1

(11) 不動産業 6,780 6,634 6,545 ▲ 2.2 ▲ 2.1 ▲ 1.3 8.6 8.2 8.0
(12) 専門・科学技術

     、業務支援サービス業
3,087 3,211 3,279 ▲ 0.9 4.0 2.1 3.9 4.0 4.0

(13) 公務 4,008 3,967 4,024 1.0 ▲ 1.0 1.4 5.1 4.9 4.9

(14) 教育 4,312 4,343 4,405 0.7 0.7 1.4 5.5 5.4 5.4

(１５) 保健衛生・社会事業 4,597 4,690 4,731 4.1 2.0 0.9 5.8 5.8 5.8

(１６) その他のサービス 3,199 3,237 3,353 ▲ 3.4 1.2 3.6 4.1 4.0 4.1

  小 計 78,696 81,170 82,522 3.3 3.1 1.7 99.9 100.2 100.3

  輸入品に課される税・関税 1,304 1,169 1,305 0.5 ▲ 10.4 11.6 1.7 1.4 1.6

  (控除)総資本形成に係る

消費税
1,234 1,347 1,554 21.0 9.2 15.3 1.6 1.7 1.9

  県 内 総 生 産 78,766 80,992 82,272 3.1 2.8 1.6 100.0 100.0 100.0

第１次産業 848 899 903 11.0 6.0 0.5 1.1 1.1 1.1

第２次産業 32,229 34,579 35,556 5.4 7.3 2.8 40.9 42.7 43.2

第３次産業 45,619 45,692 46,062 1.8 0.2 0.8 57.9 56.4 56.0  

名目経済成長率は１．６％で、製造業（寄与度＋０．９％）などがプラスに寄与しています。また製造

業を業種別にみると、電子部品・デバイスがプラスに、輸送用機械がマイナスに寄与しています。 
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３ 県民所得（分配） 

 

～ 県民所得は３年連続の増加 ～ 

 

 

 

（１）県民雇用者報酬 

県民雇用者報酬は、３兆６,９２５億円（対前年度比２．３％増）となり、6 年連続の増加と

なりました。 

・県民雇用者報酬の県民所得全体に占める割合は６５.９％となりました。 

・賃金・俸給は３兆２，２４１億円（対前年度比２．４％増）となりました。 
 

（２）財産所得（非企業部門） 

財産所得は、２，５３３億円（対前年度比７．４％増）となり、３年ぶりに増加となりました。 

・受取が対前年度比６．３％増、支払が同３．８％増となりました。 
 

（３）企業所得 

企業所得は、１兆６，５３７億円（対前年度比１．３％減）となり、３年ぶりに減少となりまし

た。 

 ・民間法人企業は１兆１，２０６億円（対前年度比２．４％減）となりました。 

・公的企業は５２２億円（同３．１％増）となりました。 

・個人企業は４，８０９億円（同０．９％増）となりました。 

 

表５ 県民所得（分配） 

実数（億円） 対前年度増加率（％） 構 成 比（％）

平成27年度 28 29 27 28 29 27 28 29

県民雇用者報酬 35,519 36,098 36,925 0.1 1.6 2.3 66.2 65.4 65.9

財産所得(非企業部門) 2,616 2,358 2,533 ▲ 8.8 ▲ 9.9 7.4 4.9 4.3 4.5

企業所得 15,520 16,759 16,537 15.5 8.0 ▲ 1.3 28.9 30.4 29.5

県民所得（分配） 53,655 55,215 55,995 3.6 2.9 1.4 100.0 100.0 100.0  

 

 

 

 

 

※「一人当たり県民所得」は、企業の利潤なども含んだ県経済全体の所得水準を示す指標であり、 県民

個人の所得や賃金水準を示す値ではありません。 

企業所得は減少したものの、県民雇用者報酬、財産所得は増加したことから、県

民所得（分配）は３年連続の増加となりました。 

一人当たり県民所得は３１１万１千円となり、前年度（３０５万４千円）より

１．９％増加しました。全国を１００とした値では９７．５となり、前年度より

１．６ポイント下落しました。 
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４ 県内総生産（支出側、名目） 

 

～民間最終消費支出は４年連続の減少 ～ 

 

 

 

（１）  民間最終消費支出 

民間最終消費支出は、３兆８，４８５億円（対前年度比０．１％減）で、４年連続の減少とな

りました。 

・民間最終消費支出の県内総生産全体に占める割合は４６．８％となりました。 

・家計最終消費支出の主な内訳費目は次のとおりです。 

増加費目：その他（対前年度比２．４％増）、交通（同２．０％増） 

減少費目：住居・電気・ガス・水道（同４．２％減）、食料・非アルコール飲料（同１．２％減） 

 

（２） 政府最終消費支出 

政府最終消費支出は、１兆１，２９６億円（対前年度比１．２％増）で、２年ぶりの増加とな

りました。 

 

（３） 県内総資本形成 

県内総資本形成は、３兆１４２億円（対前年度比１１．６％増）となり、３年連続の増加とな

りました。 

 民間総固定資本形成は２兆６，６１０億円（対前年度比１２．８％増）で、３年連続の増加と

なりました。 

 公的総固定資本形成は３,５９７億円（同０．８％増）で、３年ぶりの増加となりました。 

 在庫変動は前年度の▲１４４億円から▲６５億円となりました。 

 

表７ 県内総生産（支出側、名目） 

実数（億円） 対前年度増加率（％） 構 成 比（％）

平成27年度 28 29 27 28 29 27 28 29

民間最終消費支出 39,263 38,512 38,485 ▲ 0.6 ▲ 1.9 ▲ 0.1 49.8 47.6 46.8

政府最終消費支出 11,366 11,162 11,296 0.6 ▲ 1.8 1.2 14.4 13.8 13.7

県内総資本形成 25,788 27,014 30,142 7.3 4.8 11.6 32.7 33.4 36.6

財貨・サービスの移出入（純）

・統計上の不突合
2,349 4,304 2,350 － － － 3.0 5.3 2.9

県内総生産(支出側) 78,766 80,992 82,272 3.1 2.8 1.6 100.0 100.0 100.0  

民間最終消費支出は４年連続の減少となり、県内総資本形成は３年連続の増

加となりました。 
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７ 項目別の推移（対前年度増加率）  
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３）－１民間住宅

14.7 

-8.0 

8.0 8.1 

14.7 

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25 26 27 28 29

(単位：％)

(年度)

３）－２民間企業設備
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３）－３公的資本形成
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